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論 文 要 旨       

 

所属ゼミ       池尾ゼミ 学籍番号 81230699 氏名 中本太郎 

（論文題名） 

 

 

大規模商業施設における競争優位の源泉について 

―既存店実績から定量的に検証する― 

 

 

（内容の要旨） 

 

 本論文は大型商業施設における競争優位の源泉について、イオン㈱が運営するショッピングセンター

の 2011 年度実績を下に、定量的に検証するものである。 

 筆者は 2005 年春に開店したスーパーマーケットの総務責任者として、またその後担当した、新規開発

店舗の事業計画作成業務を通して、新規開発店舗の「予算と実績の乖離」という問題に直面し、この経

験を出発点として本論文の作成に当たった。 

 新たに開発する商業施設の売上予算作成の根拠となる、商圏内シェアの推計について、先行研究を学

んだ上で、①商圏内シェアに影響を与える変数は何か、②商圏内シェアについて店舗による差異の分析、

③商圏の情報から、新規開発店舗の売上予測モデルの作成は可能か 以上の 3 つの視点から研究を進め

た。具体的な研究方法は下記の通りである。 

①については、イオン㈱が運営する大型ショッピングセンターのうち、29 の商業施設について、商圏内

シェアを従属変数に設定し、まず、先行研究により相関があるとされている、店舗までの距離及び時間、

店舗面積について実際の相関を分析した後、その他に大きな影響を与える独立変数を導くことにより商

業施設の競争優位の源泉を導出するものである。 

 ②については、店舗ごとにダミー変数を設定し、店舗までの距離及び時間、店舗面積に加え、ダミー

コードを独立変数に追加した上で重回帰分析を実施することにより、店舗毎の商圏内シェアにおける差

異を分析する。 

 ③については①の分析において導出された回帰式を、既存店の実績に代入することにより、理論的な

シェアを推定し、そこで得られた数値から売上予測を実施することが可能かどうか検証するものである。

以上 3 つの視点から重回帰分析を実施し結論を得た。その分析結果については下記の通りである。 

 ①について、まず、商圏内シェアと車時間・店舗面積については相関が見られたが、先行研究（ハフ、

1963）にある対数的な関係ではなく、その相関は線形であった。また、種々の既存店舗実績を独立変数

に追加することによって、商圏内シェアに対してイオン直営売場におけるアパレルの売場面積構成比が

大きく影響を及ぼしていることが分かった。イオン社内、また流通業界全体においても食品売場の充実

に注目が集まる中、むしろ、商圏内シェアは食品の売場面積構成比に対して負の相関があり、アパレル

の売場面積構成比に対して正の相関があるということを定量的に実証した。 

 ②について、ルーラル立地の店舗は相対的に店舗の魅力が高く、逆に、都市部に立地する店舗は相対

的に店舗の魅力が低いということが分かった。この分析結果は、イオンが開発するショッピングセンタ

ーの位置づけが立地によって異っていることを表しており、ルーラルではその位置づけが百貨店的な一

面を持つことに対し、都市部においては最寄品の購買がメインになっているということである。 

 最後に③についてはシェア予測のモデル式は導出したものの、その理論的に算出される売上と実際の

売上には大きく乖離が見られ、実務に応用可能なモデルを導出するには至らなかった。 

 本研究の結論として、イオンの大型商業施設のシェア拡大には直営売場のアパレルの充実具合が大き

く影響していることが分かった。このことは相対的に店舗の魅力が低い都市部における店舗について、

直営アパレルの売場改革がなされることで車 30 分圏内の顧客吸引力が上がり、そのことでイオンのショ

ッピングセンターの業績が改善する可能性が大きいということを示唆している。 

 

 


